
※チェックリストに従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年5⽉時点の内容となっております。最新の情報はの資料等をご確認ください。
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休憩時間の基本ルール
労働基準法第34条に基づき、事業者は労働者に以下の休憩時間を与える義務があります。

労働時間 6時間以下

最低休憩時間 義務ではない

8時間超

1時間

6時間超〜8時間以下

45分

休憩時間は全雇⽤形態（正社員、パート、アルバイト等）に適⽤されます。

途中付与 労働時間の途中に与える必要があります。終業時刻に休憩を充てて早上がりさせることは違法です。

⼀⻫付与 原則、全労働者に⼀⻫に与えます。

⾃由利⽤
労働から完全に解放され、⾃由に利⽤できる時間でなければなりません。
電話番や来客対応、⼿待ち時間は休憩とみなされません。
強制参加の会議等も労働時間となる可能性があります。

休憩時間の3原則
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休憩時間の3原則（途中付与、⼀⻫付与、⾃由利⽤）に違反する。‧

法定の休憩時間を与えない。‧ 休憩時間を買い上げる。（賃⾦を⽀払って休憩を与えない）‧

労働基準法第34条違反には、同法第119条に基づき6か⽉以下の懲役または30万円以下の罰⾦が科される可能性があります。罰則

休憩未取得時の対応【事業者向け】

別時間への付与 労働時間内の別の時間に、法定の休憩時間を与える。ただし、労働終了後などにずらすことは認められません。

分割付与 ⼀括での付与が難しい場合、合計して法定時間以上になるよう分割して与えることは可能です。

賃⾦⽀払い どうしても休憩を与えられなかった場合、その時間は労働時間として賃⾦（時間外労働の場合は割増賃⾦を含む）を⽀払う必
要があります。ただし、賃⾦を⽀払っても休憩を与えなかった事実は解消されず、法違反となります。

従業員がやむを得ず休憩を取れなかった場合の対応は以下の通りです。

違法となる休憩時間の取扱いと罰則
以下の⾏為は労働基準法違反となります。
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上司 まずは直属の上司に相談し、状況改善を求めます。

労働組合 社内または社外の労働組合に相談します。

休憩が取れない場合の相談先【従業員向け】
休憩時間を与えられない場合は、以下の順で相談を検討します。

⾏政機関 労働基準監督署等に相談します。法違反の可能性がある場合、事業者への指導‧勧告が期待できます。

弁護⼠ 未払い賃⾦の請求も伴う場合や、他の⼿段で解決しない場合に相談します。

事業者

休憩時間を与える義務

従業員

全雇⽤形態に適⽤

正社員、パート
アルバイト等


